
 

グループ就労訓練に係る助成金の概要 

 

直ちに常用雇用を目指すことが困難な精神障害者等について、指導員の支援のもと、数

人のグループを企業内で訓練させ、常用雇用への移行を図る事業を実施する場合に、障害

者雇用納付金制度に基づく助成金（障害者能力開発助成金）を支給。 

 

１．グループ就労訓練（請負型） 

（1）助成内容 

社会福祉法人、ＮＰＯ法人等が、企業から業務を請け負い、数人の精神障害者等のグルー

プを指導員の支援のもと企業内で訓練させ、常用雇用への移行を促進することについて助成

金を支給。 
 

（2）支給額・支給期間 

  ◎ 指導員による援助の実施 

・ 助成率：３／４ 

・ 支給限度額：月 24 万円 

   ・ 支給期間：① 当初は２回目の年度末まで。 

② その２年度のうちに１名以上雇用率対象となる労働者へ移行した場合

には、継続受給が可能。 

③ ３年度目以降は、１年度のうちに１名以上雇用率対象となる労働者へ

移行した場合に、継続受給が可能。 

  ◎ 協力事業主による受入れ 

・ 支給額：受入れ費用として、社会福祉法人等が協力事業主に対して支給した額 

   ・ 支給限度額：１日当たり 2,500 円（月５万円を限度） 

 

２．グループ就労訓練（雇用型） 

（1）助成内容 

事業主が、数人の精神障害者等のグループを雇用し、指導員の支援のもと企業内で訓練さ

せ、常用雇用への移行を促進することについて助成金を支給。 
 

（2）支給額・支給期間 

  ◎ 配置の場合 

・ 助成率：４／５ 

   ・ 支給限度額：月 25 万円 

   ・ 支給期間：① 当初は２回目の年度末まで。 

② その２年度のうちに１名以上雇用率対象となる労働者へ移行した場合

には、継続受給が可能。 

③ ３年度目以降は、１年度のうちに１名以上雇用率対象となる労働者へ

移行した場合に、継続受給が可能。 

◎ 委嘱の場合 

   ・ 助成率：４／５ 

・ 支給限度額：委嘱１回につき 15,000 円（年間 250 万円を限度） 

   ・ 支給期間：配置の場合と同様。 

 

※ その他、盲・ろう・養護学校の生徒に対するグループ就労訓練（職場実習型）もあり 
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グループ就労訓練に係る助成金のイメージ図 

 
 

１．グループ就労訓練（請負型） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．グループ就労訓練（雇用型） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ※ 企業は障害者との間で雇用契約を締結 

 

企業の事業所 

社会福祉法人等の指導員 

 

支援 

指導員の支援の下、就労 

企業から業務を請け負い、

当該企業内でグループ就

労訓練を実施する社会福

祉法人等に対して、助成金

を支給。 

企業の事業所 

企業の指導員 

 

支援 

指導員の支援の下、就労 

障害者のグループを雇用

し、グループ就労訓練を実

施する企業に対して助成

金を支給。 

（参考）
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